
議第 10 号

令和 7年 度 ( 2025年度 )

高取町下水道事業会計予算書

尚  取  町



令和7年度高取町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収  入

款一 エ百 目 予定額 備 考

下水道事業収益 210 814

ム

営業収益 11061)

下水道使用料  ゚ 10゙ 892

その他営業収益 169

営業外収益 199 742)

受取利息及び配当金 20

他会計補助金 149 691

長期前受金戻入 49 022フ

雑収益 9

消費税及び地方消費税 1 000)

特別利益 11

特別利益・そ の他特別利益 I1

支  出

(単位 千円)

(単位 千円)

款 項 目 予定額 備 考

下水道事業費用 176 346

営業費用 158 309

管渠費 15 γ19ク

総係費 . 53 548

減価償却費 89 042ク

営業外費用 15 294

支払利息及び企業債取

扱諸費
15 091

雑支出 203

特別損失 243

特別損失 243

予備費 2 500

予備費 2 500
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令和 7 年度 ( 2025 年度 )高取町下水道事業会計予算

(総則)

第1条 令和7年度高取町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量)

第2条 業務の予定量は、

(1)処理区域内人口

(2)年間総汚水量

(3)1日平均汚水量

(4)主な建設改良事業

次のとお りとす る。

2,153人
100 000 m

273ポ

63, 000千円:幹線管渠工事

(収益的収入及び支出)

第3条 収益的収入及び支出の予定額は、

なお、営業費用の委託料に充てるため、

借り入れる。

次のとお りと定める。

公営企業会計適用債を3, 300千円

収入

第1款 下水道事業収益

第1項゜営業収益

第2項 営業外収益

第3項 特別利益

210, 814千円

11, 061千 円

199,742千円

11千 円

円
円

円

円

円

千
千

千

千

千
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支出

下水道事業費用

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

第1款

第1項

第2項

第3項

第4項

(資本的収入及び支出)一

第4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとお りと定める。

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 76,768千円は、過年度分

損゙益勘定 留保 資金 24, 050千 円、 当年度分損益勘定留保資金 35, 043千円、
引継金等 17,675千円で補填するものとす る。)

収入

第1款 資本的収入

第1項 企業債

第2項 他会計補助金

3項 国庫補助金

支出

第1款

第1項

第 2゚項

第3項

第4項

資本的支出

建設改良費

固定資産購入費

企業債元金償還金

予備費

90, 842千円

53, 700千円

9,142千円

28, 000干円

円
円

円

円

円

千
千

千

千

千

167、610

73.000

2. 205

89.905

2. 500
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(企業債)

第5条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のと

おりと定める。

起債 の 目的 恨度額 (千 円) 起債の方 法 利率 ・償還 の 方法

社会 資 本総 合整 備 =ド交債 28,000

証ぎ又は 証

券

.手5.0%以 内 (た だ

し利 率 見 直 し方 式 で

借入 れ る政 府 資金 及

び地 方 公 共団 体 金融

随構 資 企 につ いて 、

利率 の見 直 しを行 っ

た後 にお い ては 、 当

該見 直 し後の利 率)

政府 資金 につ い ては 、 そ

の融資条件により、銀行
その 姐 の場一合には そ の 潰

権者 と協 定 す るもの に よ

る。た だ し、 町財 政 の都

合に よ り据 置期 間 及 び {賞

還期 限 を短 縮 し、 又は 繰

E償 還 もしくは 低 利 に借

換えず るこ とが で きる。

資本 費 平 準 化 債 2k.000

流域 下 水道 事 業債 2、100

持別 措 置 分 2,600

公営 企 業 会 計適 用債 3.300

A L L
目  口 1  ゙ 57,000

(一時借入金の限度額)

第゚6条 一時借入金の限度額は、200, 000千円と定 める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第7条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定 める。

(1)営業費用、営業外費用、特別損失

(2)建設改良費、企業債償還金

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第8条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経たければならない。

(1)職員給与費 31,328千円

(他会計からの補助金)

第9条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は
158,833千円である。

令和7年 (2 0 2 5年) 3月3日 提出

奈良県高取町長  中 川 裕 介
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款 頂 目 予定額 備 考

90 842ク

企業債 53 700)

下水道事業債 53 700)

他会計補助金 9 142)

他会計補助金 9 142

国庫補助金 28 000)

国庫補助金 28 000

款 エ百 目 予定額 備 考

資本的支出 167 610

建設改良費 73 000

管路建設改良費 73 000ク

固定資産購入費 2 205

無形固定資産購入費 2 205)

企業債元金償還金 89 905)

企業債償還金 89 905

予備費 2 500

予備費 2,500

資本的収入及び支出

収  入

支  出
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(単位 千円)

(単位 千円)





下水道事業会計予算に関する明細書



令和7年度高取町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

(令和7年4月Ⅰ円から令和8年3月31日まで)

(1)業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額 (△は減少)

賞与引当金の増減額 (△は減少)

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額 (△は増加)

未払金の増減額 (△は減少)

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

(2)投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

(3)財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出

その他企業債による収入

その他企業債の償還による支出

出資金による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

(単位 千円)

29.354

89、042

973

49,022

15.091

0

85. 106

15. 091

70. 035

△ 66, 410

△ 2, 005

33,766

△ 34,649

53 700

△ 88, 980

3 300

△ 925

0

△ 32,905

2,481

69,775

72,256
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給与費明細書

1. 総括

区分
職員数 給与費

法定福利費 合計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

本年度 3人 13 260 10 558 23,818 7 510 31,328

前年度 2人 9 298 7 273 16,571 4,769 21 340

比 較 O人 1人 O 3 962 3 285 7 247 2,741 9 988

手
当
の

内
訳

区分
扶養

手当

地域

手当

住居

手当

管理職

手当

通勤手当 時間外勤

務手当

本年度 540 324 396 198 800

前年度 792 373

比 較 O 540 324 △396 △175 800

区 分
期末勤

勉手当

児童手当 特殊勤

務手当

会計年度

任用職員

退職給

付費

合計 一

本年度 8 300 10 558

前年度 6,108 7 273

比 較 2,192 0 0 O 0 3 285

2. 給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額(千円) 増減事由別内訳 (千円) 説明 備考

給料 3 962

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 3,962 ・ 職員数増に係る増額分

昇給期 1月

職員数 3人

手当 3 285
制度改正に伴う増減分

その他の増減分 3,285
・ 職員数増および手当に係る増
額分

3  給料及び手当の状況

(1)職員1人当たりの給与

区 分 一般職 現業職

令和7年4月1日現在

平均給料月額 (千円) 368

平均給与月額 (千円) 662

平均年齢 (歳) 44

令和6年4月1日現在

平均給料月額 (千円) 387

平均給与月額 (千円) 690

平均年齢 (歳) 52

(2)級別職員数

(単位 :千円)

区 分
-般職 現業職

級 職員数 構成比 (%) 級 職員数 構成比 (%)

令和7年4月1日現在

5級 1人 34%

4級 1人 33%

2級 1人 33%

計 3人 100% 計 O人

令和6年4月1日現在
5級 2人 100%

計 2人 100% 計 0人
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令和6年度 高取町下水道事業会計予定損益計算書

( 令和6年4月1日か ら令和7年3月31日まで )

千円       千円

1 営業収益

(1)下水道使用料           9, 902

(2)その他営業収益           155  ・  10 057

2 営業費用

(1)管渠費              13,418

(2)総係費              36,176

(3)減価償却費            89,456     139, 050

営業損失

3 営業外収益

(1)一他会計補助金       ゙    55,433

(2)長期前受金戻入          68, 706

(3) その他雑収益            106     124,245

4 営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱諸費    16,414

(2)雑支出              1,824     18,238

経常損失

5 特別損失

(1)その他特別損失          2,527    △2,527

当年度純損失

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処理欠損金

千円一

128 993

106 007

22 986

△ 2,527

25 513

0

0

25,513



令和6年度 高取町下水道事業会計決算見込貸(昔対照表

科目 科目

(資産の部)

固定資産

(1)有形固足資産

(イ)構築物

同減価償却累計額

(ロ)機械及び装置

同減価償却累計額

(ハ)建設仮勘定

有形固定資産合計

(2)無形固定資産

施設利用権

無形固定資産合計

固定資産合計

流動資産

(1)現金預金

(2)未収金

貸倒引当金

流動資産合計

 ゚ 資産合計

千円 干円 千円

4,367,746

Δ 1,574,651 2,793,095

162,620

△115,817 46,803

0

2,839,898

136,707

136,707

2,976,605

的,775

908

△ 97 811 ・

70,586

3,047,191

(負債の部)

固定負置

(1)企業直

(2) リース侑務

固定負漬合計

流動負漬

(1)企業債

(2)未 払金

(3)引当金

流動負漬合計

繰延収益

長期前受金 1

収益化累計額

繰延収益合計

負漬合計

(資本の部)

資本金

1 (1)固有資本金

(2)出資金

(3)組入資本金

資本金合計

欠損金

(1)資本剰余金

資本剰余金合計

(2)利益剰余金

(イ)減漬積立金

(口)利益積立金

(ハ)当年度未処理欠損金

利益剰余金合計

欠損金合計

資本合計

負債資本合計

千円 千円 千円

1,056,989

0

1,056,989

89,905

4,386

2,527

96,818

3,252,052

△ 1,464,267

1,787,785

2,941,592

81,112

50,000

0

131,112

0

0

0

0

25,513

Δ25,513

25,513

105,599

3,047,191

令和7年3月31日

8-



令和7年度 高取町下水道事業会計予定貸皓対照表

( 令和8年3月31日 )

科目

(資産の部) 千円

固定資産

(1)有形固定資産

(イ)構築物

同減価償却累計額

4, 434, 156

△ 1 , 652, 855

(ロ)機械及び装置

同減価償却累計額

(ハ)建設仮勘定

有形固定資産合計

(2)無形固定資産

施設利用権

無形固定資産合計

固定資産合計

162,620

△121, 407

流動資産

(1)現金預金

(2)未収金

貸倒引当金

流動資産合計

908

△ 194

資産合計

科目

千円 干円  (負侑の部)

固定負険

(1)企業直

(2) リース漬務

固定負漬合計

2, 781, 301

41,213

0

流動負漬

(1)企業漬

(2)未払金

2,822,514 (3)引当金

流動負直合計

133,464

72,256

133,464 繰延収益

2,955,978   長期前受金

収益化累計額

繰延収益合計

負直合計

714

72, 970

3,028,948

(資本の部)

資本金

(1)固有資本金

(2)出資金

(3)組人資本金

資本金合計

剰余金

(1)資本剰余金

資本剰余金合計

(2)利 益剰余金

(イ)減庚積立金

(ロ)利益積立金

(ハ)当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負漬資本合計

千円

3,841

千円

1, 025, 833

88,156

3,977

3, 500

3,285,818

Δ 1, 513, zsg

81, 112

50, 000

0

3,841

千円

1,025,833

95,633

1, 772, 529

2,893,995

112

1
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令和7年 度高取町下水道事業会計実施計画明細書

収 人

款

本年度 前年度 比 較

即

備 考エ百
区 分 金 額

1目
〈道事〕g収益 210814 130,697 80,117

営業収益 11 061 11,047 14

下水道使用

料

10,892 10,892 O下水道使用

料

10,892一般排水

中間排水

特定排水

その他営業

収益

169 155 14手数料 169責任技術者 ・指 定工事

店更新手数料

営業外収益 199,742 119,650 80,092

受取利息及

び配当金

20 0 20預金利息 20

他会計補助

金

149691 50,944 98,747他会計

補助金

149691

長期前受金

戻入

49 022 68,706 △ 19,684有形固定

資産長期

前受金戻

入

47,631

無形固定

資産長期

前受金戻

人

1,391

卆t1叉益 9 0 9雑j又益 9

消費税及び

地方消費税

1000 0 1 000消費税

及び地方

消費税

1,000

特別利益 11 O 11

特別利益 ・

その他特別

利益

11 O 11その他特別

利益

11

支出

収益的収入及び支出

(単位:千円)

(単位:千円)

款
本年度

予定額

前年度

予定額
比 較

八4r

丘p

備 考項
区 分 金 額

1目
〈道事当$費用 176,346 156,374 19,972

158,309 136,433 21,876

管渠費 15,719 10,353 5,366備消品費 21車検代、

消耗品等

通信運搬費 443テレメー タ等

委託料 1 287マンホールポンプ保守

修繕費 13,156マンホールポンプ修理費

動力費 812マンホールポンプ電気代
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総係費 53,548 36,624 16,924給料 13,260

手当 (不 7560管理職手当 396

期末勤勉手当 5,500

地域手当 540

時間外勤務手当 800

住居手当 324

手当 (課 198通勤手当

賞与等引当
金繰入額

3,500賞与引当金 2,800
法定福利引当金 700

法定福利費 6,810共済組合負 4,720
担金

退職手当組 2,ogo
合負担金

旅費 440普通旅費

持別旅費

被服費 231作業服

備 冫肖品費 1,809消耗品等

1燃.陣費 600燃料

通信運搬費 111電話代

切手代

委託料 8,285下水道施設台帳・

下水道台帳システ

ム保守委託料

公営企業関係業務
委託料

手数料 2,512料金徴収事務手数料

公用車点検羊数料
ほか

使用料及び
賃借料

721公用車 リー ス料

図面 コピ ー機 リー ス料

修善費 1,018
負担金補助
及び交付金

6,316日本下水道協会会費

奈良県下水道協会会費

流域下水道協議会会費

全国町村下水道推進協議会会費

潟域下水道維持管理負担金

保険料 70

公課費 7重量税

貸倒引当金
繰入額

100

減価償却費 89 042 89 456 △ 414有形固定資
産減価償却
費

83,794

無形固定資
産減価償却
費

5,248

営業外費用 15,294 16,414 △ 1,120

支払利息及
び企業債取
扱諸費

15,091 16,414 △ 1323企業債利息 15,091

雑支出 203 O 203その他雑支
出

203

特別圭1失 243 2,527 △ 2,284

待別損失 243 2,527 △ 2,284過年度損益
修正損

243

予備費

1予備費

2,500 1,000 1,500

2,500 1,000 1,500予備費 2,500
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資本的収入及び支出

収人

款
本年度
二i常 安百

前年度
二b常 安百 比 較

節

備 考エ百
トt Δ Zト 安百

1目
j N二旦只 」 人L旦以 〆Σ 刀 Ⅰ  D只

資シ〈的収人 90 842 217 704 △ 126,862

企業債 53 700 59 600 △ 5,900

下水道事業
債

53 700 59 600 △ 5 900下水道事業
債

53 700社会資本総
合整備事業
債

28,000

資本費平準
化債

21,000

流域下水道
事業債

2,100

特別措置分 2,600

他会計出資金 O 50 000 △ 50 000

他会計出資
金

0 50 000 △ 50 000他会計出資
金

O

他会計補助金 9 142 83,104 △ 73 962

他会計補助
金

9 142 83 104 △ 73,962他会計補助
金

9 142

国庫補助金 28,000 25 000 3 000

国庫補助金 28 000 25 000 3,000社会資本総
合整備事業
国庫補助金

28 000

支出

款
本年度
吊 常 安百

前年度
=h索 安百 比 較

節

備 考項 トγ △ A  安百

I目
」 AL_l1)s J 六L'R× ピエ ノJ -正  1只

資7.く的支出 .167,610 167,704 △ 94

建設改良費 73 000 67・500 5 500

管路建設改
良費

73 000 67 500 5 500委託料 9 500事前調査 効率的な
事業実施など

補償補填及
び賠償金

500家屋補修

工事請負費 63 000管渠工事

固定1I産購入費 2,205 3 022 △ 817

無形固定資
産購入費

2 205 3 022 △ 817施設利用権
購入費

2 205

企業債元金償還
金

89 905 97 182 △ 7 277

企業債償還
金

89 905 97 182 △ 7 277企業債償還
金

89 905

予備費

I予備費

2,500 O 2,50C

2 500 0 2,50C予備費 2,500

(単位 干円)

(単位 千円)
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注 記

I.重要な会計方針

1.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

・減価償却の方法

・主な耐用年数

構築物

機械及び装置

定額法による。

15年～50年

10年～20年

(2)無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 50年

2.引当金の計上方法

(1)賞与等引当金

職員の期末・勤娩手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末
における支給見込額に基づき、 当年度の負担に属する額を計上している。

(2)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒.実績率等による回収不能見込額を計
上 してい る。

3.消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ.予定貸借対照表関連

1.企"業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債 (当該事業年度の末日の翌日から起算して

1年以内に償還予定のものも含む)のうち、他会計が負担すると見込まれる額は

556,995千円である。

2.引当金の取崩し

(1)賞与引当金の取崩し

令和7年度において、期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金 2, 52γ千円を取り崩す。

(2)貸倒引当金の取崩し

令和7年度において、債権の不納欠損による損失の補填のため、貸倒引当金

3千円を取り崩す。






